長第９４０の３号
平成２７年６月１９日
指定居宅介護支援事業者　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石川県健康福祉部長寿社会課長
（　公　印　省　略　）
指定通所介護事業所の設備を利用した宿泊サービスの提供について
　日頃より、本県の介護保険行政にご理解、ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、今般、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）」の改正に伴い、「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年石川県条例第４６号）」の改正（平成２７年４月１日）を行い、指定通所介護事業所の設備を利用した夜間及び深夜における指定通所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」という。）の提供については、指定権者への届出を行うことが必要となりました。
さらに、宿泊サービスの最低限の質を担保するという観点から、厚生労働省より「指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針（平成２７年４月３０日老振発第０４３０第１号・老老発第０４３０第１号・老推発第０４３０第１号）」が発出されましたので、指定居宅介護支援事業者の皆様におかれましても、その内容をご了知のうえ、適切なケアマネジメントの実施に努めていただきますよう、よろしくお願いいたします。
※上記指針の掲載先（県ホームページアドレス）
　http://www.pref.ishikawa.lg.jp/ansin/sinseitetsuzuki.html


<別添>
指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサービスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針（一部抜粋）
【第１ 総則　  ２ 定義】
（１）この指針において、「宿泊サービス」とは、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第８条第７項に規定する通所介護、第８条第１７項に規定する認知症対応型通所介護又は第８条の２第１３項に規定する介護予防認知症対応型通所介護の指定を受けた事業者（以下「指定通所介護事業者等」という。）が、当該指定を受けた事業所（以下「指定通所介護事業所等」という。）の営業時間外に、その設備を利用し、当該指定通所介護事業所等の利用者に対し、排せつ、食事等の必要な介護などの日常生活上の世話について、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスとして提供することをいう。
【第１ 総則　  ３ 宿泊サービスの提供】
（１）宿泊サービス事業者は、利用者の心身の状況により、若しくは利用者の家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るために、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障がある者を対象に、宿泊サービスを提供すること。
（２）宿泊サービス事業者は、（１）の趣旨に鑑み、緊急時又は短期的な利用に限って、宿泊サービスを提供すること。なお、利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等のやむを得ない事情により連続した利用が予定される場合においては、指定居宅介護支援事業者等と密接に連携を図った上で、他の介護保険サービス等への変更も含め、利用者の心身の状況や利用者の家族の事情等に応じたサービス提供を検討すること。
【第１ 総則　　４ 宿泊サービス事業者の責務】
（３）宿泊サービス事業者は、宿泊サービスが位置付けられた居宅サービス計画又は介護予防サービス計画（以下「居宅サービス計画等」という。）に沿って、宿泊サービスの提供を希望する利用者に対し、宿泊サービスを提供すること。
　　 また、宿泊サービス事業者は、宿泊サービスの提供に際し、利用者の状況や宿泊サービスの提供内容について、法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者又は法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援事業者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）と必要な連携を行うこと。
　　 なお、居宅サービス計画等への宿泊サービスの位置付けは、指定居宅介護支援事業者等の介護支援専門員等により、あらかじめ利用者の心身の状況、家族の状況、他の介護保険サービスの利用状況を勘案し、適切なアセスメントを経たものでなければならず、安易に居宅サービス計画等に位置付けるものではないこと。
【第４ 運営に関する指針　　４ 宿泊サービス計画の作成】
（１）宿泊サービス事業者は、宿泊サービスを概ね４日以上連続して利用することが予定されている利用者については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境等を踏まえて、利用者が利用する指定通所介護事業所等におけるサービスとの継続性に配慮して、当該利用者の指定居宅介護支援事業者等と連携を図った上、具体的なサービスの内容等を記載した宿泊サービス計画を作成すること。
（２）宿泊サービス事業者は、計画の作成に当たっては、居宅サービス計画等に沿って作成し、宿泊サービスの利用が長期間とならないよう、居宅介護支援事業者等と密接に連携を図ること。
　
【第４ 運営に関する指針　　１９ 事故発生時の対応】
（１）宿泊サービス事業者は、利用者に対する宿泊サービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じること。
（事務担当）


石川県健康福祉部長寿社会課
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